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社法 851 条は形式的な要件しか定めていない。これは会社法 851 条の適用が容易回避でき
る問題および訴えの提起が組織再編の前か後かで、原告適格の維持を認める余地の有無に
つき不合理と言えるほど重大な差を生じさせてしまう問題をもたらした。③右の問題を解
決するための可能な対策としては、解釈論としてかかる組織再編に代表訴訟回避の目的が
明らかである場合に会社法 851 条の類推適用を認めること、および立法論として訴訟係属
中に組織再編が行われた場合と同様に、組織再編の後に訴えの提起があった場合における
原告適格を認めるための規定を設けることが考えられる。④組織再編後の代表訴訟におけ
る原告適格の維持の問題と二(多)重代表訴訟の可否の問題との関係については、両者は基
本的に本質の異なる別個の問題であるため、仮に二(多)重代表訴訟が認められるとしても、
組織再編後の代表訴訟における原告適格の維持の問題は必ずしも解消せず、二(多)重代表
訴訟は会社の組織再編行為により強制的に株主たる資格を失った者が従前の会社の被った
損害に対する救済を求めるために利用可能な手段の 1つになりうるにすぎない。 
第 6 章では、和解による代表訴訟の終了における馴合いの問題が生じる原因の究明から
検討を始め、米国の制定法・裁判所規則における規定および判例の状況の両面から、米国
における原告・被告間の馴合い的な和解を阻止するための規律の実態を明らかにしたうえ
で、現行会社法において認められている代表訴訟の和解制度の有する理論構造を踏まえて、
立法論を含め、公正かつ合理的な和解を確保するための可能な方策の提言を試みた。 
具体的には、まず米国の学説を踏まえて、米国における代表訴訟の和解を規律する理由
は通常の訴訟と異なり、代表訴訟における重要な利害関係者―原告株主(原告側弁護士)、
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被告取締役および会社―には会社(全株主)にとって公正かつ合理的な和解合意を締結する
インセンティブがないため、会社(全株主)の最善の利益にならない、またはその利益を損
なうような和解の合意が締結される懸念があるという点にあることを明らかにした。次に、
米国の制定法・裁判所規則における規定および判例法の状況の両面から、とりわけ米国に
おける代表訴訟の和解に対する裁判所の承認の意義およびかかる承認の要件を検討した。
当該検討を通して、①会社(全株主)の利益にそぐわない和解を阻止するには、裁判所の後
見的な審査のほかに、原告以外の株主の監督が一定の役割を果たしうるとも考えられるが、
係属中の代表訴訟に対して弱い利害関係しか有しないこのような株主にはその役割を期待
することができず、米国では、合理性・公正性のない代表訴訟の和解から会社の利益を保
護するという役割は主に裁判所のかかる和解に対する承認に委ねられていること、②代表
訴訟の和解の承認にあたって、殆どの裁判所は和解の合理性および公正性を審査し、その
審査の範囲および具体的な内容は事案によって異なりうるものの、判例法の状況および米
国における学説の見解からみれば、代表訴訟の和解の承認にあたって、裁判所は特に(ア)
終局判決ではなく和解によって当該訴訟を終了させることにある合理性、(イ)和解合意の
内容における会社にとっての公正性、および(ウ)和解交渉のプロセスにおける他の株主に
とって公正性という 3 点を注意深く審査していることを明らかにした。最後に、日本にお
ける代表訴訟の和解制度の成立前後の議論の状況を踏まえながら、現行会社法における問
題点を検討したうえで、日本において公正かつ合理的な代表訴訟の和解を確保するために、
どのような対策をとるべきかを模索してみた。結論としては、日本における代表訴訟の和
解制度の有している理論構造―会社に代表訴訟の和解に対する異議権を留保し、会社が提
訴株主の和解権限を承認する形で、実質的に提訴株主に和解という手続処分の権限を認め
るという構造―を維持することを前提として、会社の有しているこの異議権を実質的なら
しめるために、米国の裁判所が用いている代表訴訟の和解に対する承認の要件を参考に、
立法論として、会社（監査役・監査委員等）に対して原告・被告により提出された和解案
の内容における合理性・公正性につき調査を行ったうえで当該和解を承認すべきか否かに
つき判断する義務を課し、かつ裁判所にかかる調査の正当性およびその判断の合理性を審
査させることを内容とする制度改正を提案した。 
最後に、終章ではこれまで行われてきた検討によって明らかになったことをまとめ、今
後の課題を示した。 
 
